
豊中市 福祉部 福祉指導監査課 障害事業者係

令和5年度
豊中市指定障害福祉サービス
事業者等集団指導
【訪問系】
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１. 根拠法令等
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※根拠法令だけでなく、関係法令（労働基準法等）も遵守する必要があります。

種類 名称

法律 ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年11月7日法律第123号）

政令 ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成18年1月25日政令第10号）

省令

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年2月28日厚労省令第19号）
・「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人
員、設備及び運営に関する基準」（平成18年9月29日厚労省令第171号）
※豊中市では条例設置「豊中市指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例」（平成24年12月21日条例第60号）

告示
・「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該
当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成18年9月29日厚労省告示第523号）

通知

・「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人
員、設備及び運営に関する基準について」（平成18年12月6日障発第1206001号）
・「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該
当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成18
年10月31日障発第1031001号）

根拠法令等（障害福祉サービスにかかる主なもの）
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２．行政処分の事例紹介
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令和5年
4月30日
(指定取消)

豊中市 居宅介護

重度訪問介護

行動援護

【居宅介護】
不正請求
（障害者総合支援法第５０条第１項第５号）

・令和元年６月から令和３年５月までの介護給付費の請求について、複数の
利用者に対して、その利用者よりも少ない人数のヘルパーまたは無資格の者
がサービス提供を行っていたにもかかわらず、１対１の個別支援があったか
のように見せかけ、虚偽のサービス提供の記録を作成し、介護給付費を不正
に請求し、これを受領した。
・令和２年８月及び令和３年４月の介護給付費の請求について、無資格の者
がサービス提供を行っていたにもかかわらず、別のヘルパーがサービス提供
を行ったとする虚偽のサービスの提供の記録を作成し、介護給付費を不正に
請求し、これを受領した。

【重度訪問介護】【行動援護】
法令違反
（障害者総合支援法第５０条第１項第９号）

・居宅介護において介護給付費を不正に請求し、指定取消処分に該当する違
反行為を行ったことから、居宅介護と一体的に運営していた重度訪問介護と
行動援護についても、指定を取り消すもの。

豊中市内 訪問系の行政処分事例
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３．留意事項
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○契約内容の報告について
・契約内容報告書
・契約内容臨時調整報告書*

様式は２種類あります。

〇臨時調整報告書
例）総支給量15日の利用者がA事業所10日、B事業所5日
で契約している場合、
ある月だけ、A事業所5日、B事業所10日

で利用希望があれば、契約を巻き直すまではせずに、
臨時調整報告書を障害福祉課事業所係あて提出いた
だければ調整できるものです。

実質的には総支給量の範囲内であれば
請求業務自体に支障はありませんが、
請求が通っていても、臨時調整報告書の提出は必須です。
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契約内容を一時変更する場合の注意事項

契約支給量臨時調整報告書

年 月 日

豊 中 市 長 様

事業所番号

事業者及び
その事業所
の名称

電話番号 （ ） ―

代 表 者

○下記のとおり契約支給量を臨時調整しましたので報告します。

記

報告対象者

障害福祉サービス
受給者証番号

支給決定障害者
（保護者）氏名

受給者氏名に係る
児童氏名

契約している支給量の内容

受給者証の事業者
記入欄番号

サービス内容 契約支給量 契約日
（又は契約支給量を決定した日）

年 月 日

支給量調整の内容

対象年月 調整後の支給量 理由

年 月分

★調整先の事業者契約内容

事業者番号 名称

契約支給量 調整後の支給量



(厚生労働省告示第523号(平成18年9月29日) 別表 第1「居宅介護」1の注12)

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事(地方自治法(昭和22
年法律第67号)第252条の19第1項の指定都市(以下「指定都市」という。)又は同法第252条
の22第1項の中核市(以下「中核市」という。)にあっては、指定都市又は中核市の市長。以
下同じ。)に届け出た指定居宅介護事業所又は共生型居宅介護事業所が、指定居宅介護又は
共生型居宅介護を行った場合にあっては、当該基準に掲げる区分に従い、1回につき次に掲
げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場
合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

(1) 特定事業所加算(Ⅰ) 所定単位数の100分の20に相当する単位数
(2) 特定事業所加算(Ⅱ) 所定単位数の100分の10に相当する単位数
(3) 特定事業所加算(Ⅲ) 所定単位数の100分の10に相当する単位数
(4) 特定事業所加算(Ⅳ) 所定単位数の100分の5に相当する単位数

●「厚生労働大臣が定める基準」(厚生労働省告示第543号 (平成18年9月29日) 一)
⇒特定事業所加算の要件

集団指導 参考資料⑩特定事業所加算チェックシート をご活用ください。

特定事業所加算
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留意点

◎行動援護における支援計画シート等の作成について

→指定行動援護のサービスの提供にあたっては、支援計画シート

等を必ず作成してください。

※作成されていない場合は、減算となります。

◆ 該当する月から当該状態が解消された月の前日まで。

◆ 減算割合 所定単位数の100分の95を算定

支援計画シート等とは下記の二つの様式を指します

・支援計画シート

・支援手順書兼記録用紙

⇒次ページ以降に国の通知にある参考様式を掲載しています

行動援護における支援計画シート等の作成
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支援計画シートの作成について

・支援計画シートは個別支援計画とは
作成の目的や活用方法が異なるため、
原則としてそれぞれ作成が必要です。

・支援計画シートの作成は有資格者
（強度行動障害支援者養成研修（実践
研修）修了者等）である必要があるた
め、作成者を明記してください。

・参考様式にはありませんが、加算の
算定要件をいつから満たしていたのか
を明確にするため、支援計画シートの
作成日の明記をお願いいたします。

「重度訪問介護の対象拡大に伴う支給決定事務等に係る留意事項について」
（平成26年３月31日障障発0331第８号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長発出）
より「支援計画シート（例）」を引用
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支援手順書兼記録用紙の作成について
※実地指導ではこの用紙の作成がなく改善を求め
ることが多いです。

・「サービス手順」の内容は、支援計
画シートの内容を反映し、支援計画
シートを作成することができる有資格
者があらかじめ定め記入しておいてく
ださい。

・「チェック・様子」の内容は、実際
にサービス提供をした支援者（有資格
者）がサービス手順どおりに支援でき
たのかどうかなどを記入し、サービス
の提供の記録とは別に、サービスの提
供ごとに作成する必要があります。

・支援内容や利用者の反応等は具体的
に記録に残し、定期的に再アセスメン
トする必要があります。

「重度訪問介護の対象拡大に伴う支給決定事務等に係る留意事項について」
（平成26年３月31日障障発0331第８号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長発出）
より「支援手順書兼記録用紙（例）」を引用
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【令和6年3月31日で経過措置終了】

次の経過措置は、特例期間の延長は令和５年度末とされています。

①同行援護の従業者要件のうち盲ろう者向け通訳・介助員を
同行援護従事者養成研修修了者とみなす経過措置

②行動援護の従事およびサービス提供責任者の要件のうち、
介護福祉士や実務者研修修了者等を
行動援護従事者養成研修課程修了者とみなす経過措置

③共同生活援助を利用する重度障害者が、
個人単位で居宅介護等を利用することに係る経過措置

経過措置
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４．実地指導における主な指導項目
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令和4年度の実地指導における主な指導項目です。

項目によっては全サービスに該当しないものもありますが、

提供するサービスの基準をよく理解し、適切な事業所運営を行ってください。



〇資格や実務経験を証明する書類の控えが事業所に無い。
→退職した職員の資格証などを破棄していて資格要件が確認出来ないケースがあった。
※書類の保存年限は５年です。

〇勤務実績を証明する書類が無い。
→出勤簿やタイムカードで出退勤が管理されておらず、シフト表など勤務予定しか分
からないケースがあった。

〇人員配置基準を満たしていない。
→各サービスで定められている必要な人員数を満たしていないケースがあった。
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人員基準



〇管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら事業所の管理業務に従事する必要があ
るが、管理者の勤務状況が確認できない。
→常勤であり、専ら管理業務に従事する管理者を配置する必要がある。

〇サービス提供責任者について、常勤の従業者であることが確認できない。
→常勤の従業者であって専ら居宅介護等の職務に従事するもののうち事業の規模に
応じて1人以上の者をサービス提供責任者としていることが確認できるようにする
こと。

〇事業所に置くべき従業者の員数である「常勤換算方法で2.5以上」を満たせていない。
→人員の配置については、タイムカードや出勤簿など勤務を証する書類を作成し、
毎月予定でも実績でも、基準上必要な人員を配置していることが確認できるよう
にすること。
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人員基準



〇個別支援計画の作成について必要な手順通りに作成されていない。
→・個別支援計画の説明日・交付日が明記されていないケースがあった。
・作成者（サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者 等）が分からないケースがあった。
・アセスメントやモニタリングにあたっての面接記録が無いケースがあった。
・個別支援計画を変更する際にモニタリングを実施していることが分からないケースがあった。

〇利用者負担額の受領について請求できない費用を請求している。
→運営規程に定められている項目以外の費用や、運営規程に定められている金額と異なる金額を
利用者から徴収しているケースがあった。

〇サービスの提供の記録について利用者から確認を受けていない。
→サービスの提供の記録に利用者からの確認を受けたことが、印鑑やサイン等で確認できない
ケースがあった。
※サービス提供実績記録票にも確認を受けたことが確認できるようにしてください。
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運営基準



〇個人情報保護について、職員の誓約書等がない。
→事業所は、従業者及び管理者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者及びその家族の秘

密を在職中も退職後にも漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。

〇個人情報の使用同意書について、利用者からの同意は得られているものの、家族全員（原則、個
人情報を使用する可能性のある家族全員）からの同意が得られていない。
→事業者は、他の指定居宅介護事業者等に対して、利用者又はその家族に関する情報を提供する際

は、あらかじめ文書により利用者又はその家族の同意を得ておかなければならない。

〇契約内容報告書を市へ提出していない。
→利用契約を変更・終了した場合も、契約内容報告書を市へ提出する必要がある。

〇雇用契約書等が作成されていない従業者がいる。
→事業者は事業所ごとに当該事業所の従業者によって指定居宅介護等を提供しなければならない。

雇用契約書等を整備し、従業者が当該事業所の管理者の指揮命令下にあることを明確にすること。

〇計画的に研修を実施していることが確認できない。
→事業者は、従業者の資質の向上のために、研修の機会を確保しなければならない。
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運営基準



〇特例的な支援について、援護の実施者と協議した記録が無い。
→院内介助や定期定例の移動支援について、援護の実施者との協議記録が無いケースがあった。
※特例的な支援を行う場合は、援護の実施者と協議の上、その記録を作成・保管してください。

〈特に指摘が多いケース〉
①通院等介助において、病院内での支援をしている事例
②移動支援について、定期定例（毎日のバス停への送迎など）の支援が行われている事例
→①②いずれも、当該サービス提供に係る介護給付費の取扱いについては、援護の実施者と
協議し、認められる必要がある。

〇行動援護の提供にあたり必要な支援計画シート等が作成されていない。
→「支援計画シート」は作成されているが「支援手順書兼記録用紙」の作成がされていないケー
スがあった。（スライドｐ12参照）。
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報酬基準



〇処遇改善加算について、従業者に処遇改善計画を周知していない。

→「障害福祉サービス等処遇改善計画書」の内容を、対象の従業者に周知

していることが分からないケースがあった。
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報酬基準


